
1 

 

答 申 書 

 

第１ 松山市文書法制審議会の結論 

  処分庁が令和６年６月１０日にした令和６年度市民税・県民税・森林

環境税税額決定処分に対する審査請求を棄却するとの審査庁の判断は、妥

当である。 

第２ 事案の概要 

 １ 審査請求人○○○○は、令和５年分の所得税及び復興特別所得税の確

定申告書（以下「本件確定申告書」という。）を松山税務署長に提出し

た。 

 ２ 松山市長（以下「処分庁」という。）は、本件確定申告書に記載され

た所得金額により、審査請求人の令和６年度の市民税、県民税及び森林

環境税の税額計算を行い、令和６年６月１０日、審査請求人に対し、市

民税の均等割、県民税の均等割（愛媛県森林環境税を含む。）及び森林

環境税を賦課する決定をし（以下「本件処分」という。）、同日付け令和

６年度市民税・県民税・森林環境税税額決定納税通知書をもって審査請

求人に通知した。 

 ３ 審査請求人は、令和６年７月２１日付け審査請求状にて本件処分の取

消しを求める審査請求を行った。 

 ４ 令和６年９月２４日、審査庁は、行政不服審査法（平成２６年法律第

６８号）第９条第１項の規定に基づき、同法が定める審理手続を行う者

(以下「審理員」という。)を指名した。 

 ５ 令和７年１月２７日、審理員は、行政不服審査法第４２条第２項の規

定に基づき、本件審査請求に対して審査庁がすべき裁決に関する意見書

(以下「審理員意見書」という。)を審査庁に提出した。 

 ６ 令和７年１月２９日、審査庁は行政不服審査法第４３条第１項の規定

により本件審査請求を松山市文書法制審議会条例（平成２８年松山市条

例第７号）に基づく松山市文書法制審議会に諮問し、同審議会の行政不

服審査分科会は同条例第６条第１項第２号の規定によりこれを調査審
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議することとした。 

第３ 審理関係人の主張の要旨  

 １ 審査請求人の主張 

  審査請求人の令和５年分の所得は、雑所得が 66 万 8,084 円、配当所得

が 358 万 4,447 円であったが、配当所得についてはその全額が上場株式等

に係る繰越譲渡損失の金額と損益通算され、合計所得金額は 66 万 8,084

円で、寡婦の非課税限度額（135 万円）以下であるから、市民税、県民税

及び森林環境税は非課税となるので、本件処分の取消しを求める。 

２ 処分庁の主張 

審査請求人の令和５年分の確定申告書の写しによれば、審査請求人の令

和６年度課税に係る総所得金額は公的年金等の雑所得 66 万 8,084 円、損

益通算後・繰越控除前の上場株式等に係る配当所得は 358 万 4,447 円であ

り、審査請求人の合計所得金額は、これらの合計 425 万 2,531 円となる。 

審査請求人は、合計所得金額には上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除

が適用されると主張している。 

しかし、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除については地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）附則第３５条の２の６第

４項から第７項まで及び第１１項から第１４項までに規定され、上場株式

等に係る配当所得への適用については地方税法施行令附則第１８条の５

第７項及び第１６項に規定されているが、これらの規定はいずれも総所得

金額等を算出するための規定であり、合計所得金額の算定に適用はない。 

したがって、合計所得金額は、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除を

適用せずに計算することとなり、その金額が非課税限度額を超えているた

め、処分庁は本件処分をした。 

以上のとおり、本件処分は法令に基づき適正に行われ何ら違法又は不当

な点はない。 

第４ 審理員意見書の要旨 

 １ 意見 

   本件審査請求を棄却するのが相当である。 

 ２ 理由 
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審査請求人は、令和６年１月１日に松山市内に住所を有していたので、

令和６年度の松山市の市民税の均等割、愛媛県の県民税の均等割及び森林

環境税が課されるのが原則であるが、審査請求人は寡婦であり、前年であ

る令和５年分の合計所得金額が 135 万円を超える場合を除き、これらの税

は非課税となる。 

審査請求人は、本件確定申告書を提出し、令和５年分の上場株式等に係

る配当所得等金額について、令和５年分の譲渡損失の金額との損益通算及

び令和４年から繰り越された譲渡損失の金額による繰越控除を行った。 

しかし、令和５年分の審査請求人の合計所得金額は、譲渡損失の損益通

算後・繰越控除前の分離課税配当所得等金額を基本合計所得金額に加えた

額により算出される。 

審査請求人の令和５年分の所得については、総所得金額が 66 万 8,084

円、退職所得金額及び山林所得金額がゼロで、純損失又は雑損失の繰越控

除がなされていないので、審査請求人の基本合計所得金額は 66 万 8,084

円となる。そして、損益通算後・繰越控除前の審査請求人の分離課税配当

所得等金額は 358 万 4,447 円であるから、審査請求人の令和５年分の合計

所得金額は 425 万 2,531 円となる。 

このように、処分庁が行った審査請求人の令和５年分の合計所得金額の

計算に誤りはなく、審査請求人の令和５年分の合計所得金額は 135 万円を

超えている。したがって、審査請求人の令和６年度の市民税の均等割、県

民税の均等割及び森林環境税は非課税とはならない。 

また、本件審査請求手続に現れた全ての書面及び資料を検討しても、他

に、審査請求人について市民税の均等割、県民税の均等割あるいは森林環

境税が非課税となる事情は見当たらない。 

３ 結論 

以上のとおりであるから、本件処分に違法又は不当な点はなく、本件処

分を取り消す理由はない。 

よって、前記１の意見のとおり本件審査請求を棄却するのが相当である。 

第５ 審理員意見書を踏まえた審査庁の判断  

  審理員意見書のとおり本件審査請求を棄却すべきである。  
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第６ 審議の経過 

年 月 日 経   過 

令和７年１月２９日 諮問書の受理 

令和７年３月５日 第１回審議 

令和７年３月２４日 第２回審議 

第７ 当審議会の判断 

 １ 争点 前記第３の審理関係人の主張の要旨によれば、本件審査請求で

の争点は、審査請求人の令和５年分の合計所得金額は正しく算定され、

令和６年度の課税は適正かどうかである。  

 ２ 争点についての判断 

  (1) 関連する法令等の定め 

   ア 確定申告 

    (ｱ) 所得税及び復興特別所得税の確定申告は、１月１日から１２月

３１日までの１年間に生じた全ての所得の金額とそれに対する

税額を計算し、所管税務署長に確定申告書を提出して、源泉徴収

された税金との過不足を精算する手続である。 

(ｲ) 前記(ｱ)の確定申告を行った場合は、道府県民税及び市長村民

税の申告を行ったものとみなされ、提出された確定申告書をもと

に、道府県民税及び市長村民税の均等割及び所得割を課すことと

されている（法第４５条の３、第３１７条の３）。 

イ 市民税の均等割、県民税の均等割及び森林環境税の課税 

(ｱ) 納税義務者及び税額等 

松山市内に住所を有する個人には市民税の均等割が課され、その

額は 3,000 円である（法第２９４条第１項第１号、第３１０条、松

山市市税賦課徴収条例（昭和２５年松山市条例第２５号）第１７条

第１項第１号、第２５条第１項）。 

愛媛県内に住所を有する個人には県民税の均等割が課され、その

額は 1,700 円である（法第２４条第１項第１号、第３８条、愛媛県

県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）第１２条第１

項第１号、第１３条第１項第１号、愛媛県森林環境税条例（平成１
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６年愛媛県条例第４６号）第２条、第３条第１項）。 

国内に住所を有する個人には森林環境税が課され、その額は

1,000 円である（森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平

成３１年法律第３号）第３条、第５条）。 

市民税、県民税及び森林環境税の賦課期日は１月１日であり（法

第３９条、第３１８条、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法

律第６条）、県民税及び森林環境税の賦課徴収は、市民税の例によ

り、市民税の賦課徴収と併せて行われる（法第４１条第１項、森林

環境税及び森林環境譲与税に関する法律第７条第１項）。 

(ｲ) 均等割が非課税となる場合 

前年の合計所得金額が 135 万円を超える場合を除き、寡婦に対し

ては、市民税の均等割、県民税の均等割及び森林環境税を課するこ

とができないとされている（法第２３条第１項第１１号、第２９２

条第１項第１１号、第２４条の５第１項第２号及び第２９５条第１

項第２号、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第４条第１

項第２号）。 

ウ 合計所得金額 

    (ｱ) 上場株式等に係る配当所得等の金額がある場合 

「合計所得金額」とは、純損失又は雑損失の繰越控除前の総所得

金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基本合計所

得金額」という。）とされている（法第２３条第１項第１３号、第

２９２条第１項第１３号）。 

ただし、上場株式等に係る配当所得等の金額（特定上場株式等の

配当等に係る配当所得に係る部分については、分離課税を選択した

ものに限る。以下「分離課税配当所得等金額」という。）があり、

当該分離課税配当所得等金額について確定申告がなされた場合に

は、上記の合計所得金額の定義規定は読み替えられ、分離課税配当

所得等金額を基本合計所得金額に加えた額が合計所得金額となる

（法附則第３３条の２第３項第１号、第７項第１号）。 

(ｲ) 上場株式等に係る譲渡損失との損益通算 
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     上場株式等に係る譲渡損失（以下「譲渡損失」という。）の金額

がある場合には、確定申告することにより、当該譲渡損失の金額が

発生した年分の分離課税配当所得等金額から当該譲渡損失の金額

を控除できる（法附則第３５条の２の６第１項、第８項。以下「損

益通算」という。）。 

この場合には、上記(ｱ)の合計所得金額の定義規定はさらに読み替

えられ、損益通算を適用し、譲渡損失の金額を控除した後の分離課

税配当所得等金額を基本合計所得金額に加えた額が合計所得金額

となる（法附則第３５条の２の６第３項、第１０項）。 

    (ｳ) 譲渡損失の繰越控除 

上記(ｲ)の損益通算によってもなお控除しきれない譲渡損失の金

額がある場合、その翌年以後３年間にわたり、確定申告することに

より、分離課税配当所得等金額から控除できる（法附則第３５条の

２の６第４項、第１１項。以下「繰越控除」という。）。 

もっとも、この場合には、上記(ｲ)の場合とは異なり、合計所得

金額の定義を読み替える規定がない。すなわち、繰越控除を適用し、

前年から繰り越された譲渡損失の金額を控除した後の金額を合計

所得金額の算出における分離課税配当所得等金額とする規定がな

い（法附則第３５条の２の６第６項、第１３項参照）。 

そのため、繰越控除の適用を受ける場合、課税される所得金額を

算出する上では前年から繰り越された譲渡損失の金額が分離課税

配当所得等金額から控除できるものの、合計所得金額を算出する上

では前年から繰り越された譲渡損失の金額は控除できず、繰越控除

前の分離課税配当所得等金額によって合計所得金額が算出される。 

(2) 本件の検討 

ア 前提となる事実関係 

本件処分について検討するに当たり、前提となる事実関係は次の①

から⑥のとおりである。 

① 審査請求人は令和６年１月１日に松山市内に住所を有していた。 

② 審査請求人は本件確定申告書を提出した。 
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③ 審査請求人は寡婦に当たる。 

④ 審査請求人の令和５年分の総所得金額は 66 万 8,084 円であり、退

職所得金額及び山林所得金額はゼロである。 

⑤  審査請求人の令和５年分の分離課税配当所得等金額は 858 万

3,475 円であったが、令和５年分の譲渡損失の金額と損益通算した

後の分離課税配当所得等金額は 358 万 4,447 円であった。また、損

益通算に加え、令和４年から繰り越された譲渡損失の金額を繰越控

除した後の分離課税配当所得等金額は０円であった。 

⑥ 審査請求人の令和５年分の所得について、純損失又は雑損失の繰

越控除はなされなかった。 

   イ 本件への当てはめ 

(ｱ) 市民税の均等割、県民税の均等割及び森林環境税の課税 

審査請求人は、令和６年１月１日に松山市内に住所を有していた

ので、令和６年度の市民税の均等割 3,000 円、県民税の均等割 1,700

円及び森林環境税 1,000 円が課されるのが原則である。 

もっとも、審査請求人は寡婦であり、前年の令和５年分の合計所

得金額が 135 万円を超える場合を除き、これらの税は非課税となる。 

(ｲ) 審査請求人の合計所得金額 

審査請求人は、本件確定申告書を提出し、令和５年分の分離課税

配当所得等金額について、令和５年分の譲渡損失の金額との損益

通算及び令和４年から繰り越された譲渡損失の金額による繰越控

除を行った。 

しかし、令和５年分の審査請求人の合計所得金額は、譲渡損失の

損益通算後・繰越控除前の分離課税配当所得等金額を基本合計所

得金額に加えた額により算出される。 

審査請求人の令和５年分の所得については、総所得金額が 66 万

8,084 円、退職所得金額及び山林所得金額がゼロで、審査請求人の

基本合計所得金額は 66 万 8,084 円となる。そして、損益通算後・

繰越控除前の審査請求人の分離課税配当所得等金額は 358万 4,447

円であるから、審査請求人の令和５年分の合計所得金額は 425 万
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2,531 円となる。 

このように、処分庁が行った審査請求人の令和５年分の合計所得

金額の算出に誤りはなく、審査請求人の令和５年分の合計所得金

額は 135 万円を超えている。したがって、審査請求人の令和６年

度の市民税の均等割、県民税の均等割及び森林環境税は非課税と

はならない。 

以上のことから、本件処分に違法又は不当な点はなく、本件処分

を取り消す理由はない。よって、本件審査請求は棄却するのが相

当である。 

３ 審理員による審理手続 

   本件審査請求での審理員の審理手続は、適正に行われたものと認めら

れる。 

 ４ 結論 

   以上のことから、当審議会は、本件審査請求を棄却するとの審査庁の

判断は妥当であると判断し、第１の松山市文書法制審議会の結論のとお

り答申する。 

 

令和７年３月２４日 

松山市文書法制審議会行政不服審査分科会 

委 員  倉 澤 生 雄 

同    宮 部 高 至 

同    加 藤 祐 子 


